
国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金交付要綱

平成３０年４月２日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、補助金等の交付に関する規則（昭和43年国富町規則第１号。以下「規則」

という。）に規定するもののほか、国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金（以下「本補助

金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（交付の目的） 

第２条 本補助金は、若者の企業等への就職を促進し、本町からの人口流出を抑止することによ

り、地域や産業の担い手を確保し、経済活性化による真の地方創生の実現を図る必要があるこ

とから、宮崎県と産業界が協力して実施する「ひなた創生のための奨学金返還支援事業」と連

携し、県内企業に就職した若者のうち国富町へ定住する者が在学時に貸与を受けた奨学金の返

還を支援することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱における用語の定義は、それぞれ次の各号に定めるとおりとする。 

⑴ 大学等 大学、短期大学、大学院、高等専門学校（第４学年以上で専攻科を含む。）、専

修学校専門課程をいう。 

⑵ 認定対象者 宮崎県が実施する「ひなた創生のための奨学金返還支援事業」で認定を受け

た者をいう。 

（対象となる奨学金） 

第４条 本補助金の交付対象となる奨学金は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 独立行政法人日本学生支援機構奨学金 

⑵ 宮崎県育英資金及び宮崎県奨学会奨学金 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が認める奨学金 

（補助対象者） 

第５条 本補助金の交付対象となる者は、認定対象者のうち、次の各号のいずれにも該当する者

とする。 

⑴ 国富町に住所を有し、本補助金の交付を申請する年度の末日まで継続して居住する者 

⑵ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学等に進学し、在学している期間に

前条各号に規定する奨学金の貸与を受けた者 

⑶ 月賦、半年賦若しくは年賦により奨学金の返還を行っている者又は補助金の交付を申請す

る年度内に月賦、半年賦若しくは年賦により奨学金の返還を開始する者 

⑷ 奨学金の返還に滞納がない者 

⑸ 町税、使用料等に滞納がない者 

⑹ 国富町暴力団排除条例（平成２３年国富町条例第１３号）第２条に規定する暴力団員等で

ない者 

（補助金の額） 

第６条 本事業による返還支援補助金の額は、宮崎県が実施する「ひなた創生のための奨学金返

還支援事業」による支援額の３分の１又は別表に定める補助限度額のいずれか低い額とし、一

定期間が経過した時点において、別表に定めるとおり補助金を交付する。ただし、補助金の交



付を申請する年度において国富町に居住した期間が１年に満たない場合は、返還金額を居住月

数（１月に満たない月は、切り捨てるものとする。）で按分した額（１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額）を補助対象の返還金額とする。 

２ 繰上返還等による奨学金の返還額は、前項に規定する返還金額に含まないものとする。 

（補助対象期間） 

第７条 本補助金の交付期間は、交付の対象となった最初の月から起算して５年を限度とする。 

（交付申請） 

第８条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、国富町働く若者応

援奨学金返還支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出し

なければならない。 

⑴ 宮崎県が発行する「ひなた創生のための奨学金返還支援事業」支援対象者認定通知書 

⑵ 奨学金貸与機関が発行する奨学金の貸与を証するもの（初回申請時に限る。） 

⑶ 申請日が属する年度内に返還すべき奨学金の返還金額を証するもの  

⑷ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書の提出は、原則として毎年４月とする。ただし、初めて本補助金の交付を申請

する場合に限り、１０月に申請書を提出することができるものとする。 

（交付の決定及び通知） 

第９条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査の

上、補助金の交付の可否を決定し、国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金交付（不交付）

決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 前条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

が、本補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から１０

日以内に国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金交付申請取下げ届出書（様式第３号）を町

長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る本補助金の交付の決定はな

かったものとみなす。 

（中止等の届出） 

第１１条 交付決定者が、交付決定の通知を受けた後に転出したときは、国富町働く若者応援奨

学金返還支援補助金中止（休止）届出書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１２条 交付決定者は、本補助金の交付決定を受けた年度内に返還すべき奨学金を全て返還し

たときは、補助金の交付決定を受けた年度の翌年度の４月２０日までに、国富町働く若者応援

奨学金返還支援補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しな

ければならない。 

⑴ 奨学金の返還の事実を証するもの 

⑵ 前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１３条 町長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当

と認めたときは、本補助金の額を確定し、国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金交付額確



定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 交付決定者は、前条の規定による確定通知を受けた日から起算して１０日以内に、国

富町働く若者応援奨学金返還支援補助金請求書（様式第７号）を町長に提出しなければならな

い。 

２ 町長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに本補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 町長は、交付決定者が虚偽の申請その他不正な手段により本補助金の交付決定を受

け、又は補助金の交付を受けたことが判明したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取

り消すことができる。 

（補助金の返還） 

第１６条 町長は、前条の規定により本補助金の交付決定を取り消した場合であって、当該取消

しに係る部分について既に本補助金を交付しているときは、交付決定者に本補助金の返還を命

ずることができる。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月２日から施行する。 

 

 

別表（第６条関係） 

 
支援限度額 

（円） 

交 付 額 

１年経過時 ３年経過時 ５年経過時 

大学院・６年制大学 ４５０，０００ 

宮崎県が実施する

「ひなた創生のた

めの奨学金返還支

援事業」による支

援額の３分の１又

は支援限度額のい

ずれか低い額に

０．３を乗じて得

た額 

宮崎県が実施する

「ひなた創生のた

めの奨学金返還支

援事業」による支

援額の３分の１又

は支援限度額のい

ずれか低い額に

０．３を乗じて得

た額 

宮崎県が実施する

「ひなた創生のた

めの奨学金返還支

援事業」による支

援額の３分の１又

は支援限度額のい

ずれか低い額から

１年経過時及び３

年経過時に交付し

た額の合算額を控

除して得た額 

4年制大学 ３００，０００ 

短大・高専・専修学

校専門課程 
１５０，０００ 

 

 

 


